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1‐１ 避難者・仮設住宅の状況

１．応急復旧
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H24.5.29 H24.12.27 H25.10.31 H25.12.31 増減
a b c d a-d

県内仮設 736 715 645 625 -111
県外仮設 193 170 162 147 -46

合  計 929 885 807 772 -157

登米市 仙台市 南三陸町 気仙沼市 石巻市 大崎市 栗原市 富谷町 大和町 名取市 利府町 その他 合計
308 137 58 27 22 17 12 7 5 5 5 22 625



１．応急復旧
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地区名 宮城県内 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州
避難世帯数 625 3 57 53 18 5 4 0 7

625 3 57 53 18
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１．応急復旧
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1‐２ 災害廃棄物（がれき）処理の状況

１．応急復旧

■災害廃棄物処理の現状
災害廃棄物の推計量は、約63万ｔ。
進捗率は100％（搬入済量 約63万ｔ）

となっている。 （平成26年３月末現在）
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出典：
http://www.shimz.co.jp/construction/min
ami_sanriku/about/facilities.html



2‐１ 公共インフラの本格復旧・復興の進捗状況①

２．まちの復旧・復興

■安全・安心のための基盤整備関係

災害廃棄物の処理は進捗率100％となっ

ているが、河川対策および海岸対策は約
15％以下の進捗率となっている。

項目：指標 進捗率
復旧復興の状況

/被害の状況

災害
廃棄物の

処理

進捗率 １００％
推計量 約63万ｔ

河川対策 着手済 ２箇所
被災箇所数 13箇所

海岸対策
着手済 0箇所
被災箇所数 14箇所
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■交通関係

港湾は県管理・町管理ともに100％

着手済みとなっているが、町道は約
55％が着手済みであり、約半数の箇所
が未着手となっている。

項目：指標 進捗率
復旧復興の状況

/被害の状況

交通網
（町道）

着手済 24箇所
被災箇所数 44箇所

町管理

港湾
着手済 19箇所
被災箇所数 19箇所

県管理

港湾
着手済 4箇所
被災箇所数 4箇所

（災害廃棄物の処理のみ平成26年３月末現在）
（その他は平成26年４月現在）

（平成26年４月現在）

0% 50% 100%

100％廃棄物 4

0% 50% 100%

15％ 河川対策1

0% 50% 100%

0％ 海岸対策1

0% 50% 100%

55％
町道1

0% 50% 100%

100％港湾（県管理） 1

0% 50% 100%

100％港湾（町管理） 1



2‐２ 公共インフラの本格復旧・復興の進捗状況②

２．まちの復旧・復興

■災害公営住宅・まちづくり関係

災害公営住宅は2団地84戸が工事中と
なっている。また、防集団地は28団地全て
が大臣同意を得て、平成25年度末までに6
団地（41戸）にて竣工

項目：指標 進捗率
復旧復興の状況/

被害の状況

災害公営

住宅
着手済 84戸
770戸の建設予定

防集団地
（大臣同意を
得た地区数）

全28団地が
同意済み
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（平成26年４月現在）

南三陸町 戸倉地区藤浜団地竣工式（平成25年12月21日）

0% 50% 100%

9％ 災害公営住宅1

0% 50% 100%

100％防集団地 1



2‐２ 公共インフラの本格復旧・復興の進捗状況②

２．まちの復旧・復興

■住宅造成工事の進捗状況
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2‐２ 公共インフラの本格復旧・復興の進捗状況②

２．まちの復旧・復興

■災害公営住宅の整備予定
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災害公営名足住宅

災害公営入谷住宅



２．まちの復旧・復興
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漁集事業は、東日本大震災により被災した漁港背後集落の円滑かつ迅速な復興のため、高台移転した居
住エリアと漁港を結ぶ道路整備、避難路等の防災安全施設整備、土地効率を高める土地利用高度化再編整
備などを主な対象メニューとした事業である。
南三陸町では、志津川漁港本港地区を除く２３漁港２５地区での実施を予定している。
（平成２６年４月現在で１６地区を交付申請。下図参照）

2‐３ 漁業集落機能強化事業の実施状況（1/2）
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地区別の漁集事業の実施状況を以下に示す。
主な事業としては、集落道（避難道路）・防災施設・水産用地整備事業等となっている。

２．まちの復旧・復興

2‐３ 漁業集落機能強化事業の実施状況（2/2）

共同利用施設用地（イメージ）

緊急避難路（イメージ）

実施事業 工期

① 港地区 集落道、防災施設、水産用地整備 Ｈ26～27

② 田の浦地区 集落道、防災施設、水産用地整備、集会所用地 Ｈ26～28

③ 石浜地区 防災施設、水産用地整備 Ｈ26～28

④ 名足地区 防災施設、水産用地整備 Ｈ26～28

⑤ 中山地区 防災施設、水産用地整備 Ｈ26～27

⑥ 馬場地区 集落道、防災施設、水産用地整備 Ｈ26～28

⑦ 寄木地区 防災施設、水産用地整備 Ｈ26～27

⑧ 韮の浜地区 集落道、防災施設、水産用地整備 Ｈ26～28

⑨ 細浦地区 集落道、防災施設、水産用地整備 Ｈ26～28

⑩ 清水地区 防災施設、水産用地整備 Ｈ26～28

⑪ 荒砥地区 集落道、防災施設、水産用地整備、集会所用地 Ｈ26～28

⑫ 折立・水戸辺地区 集落道、防災施設、水産用地整備 Ｈ26～28

⑬ 津の宮地区 集落道、防災施設、水産用地整備 Ｈ26～28

⑭ 滝浜地区 集落道、防災施設、水産用地整備 Ｈ26～28

⑮ 藤浜地区 集落道、防災施設、水産用地整備 Ｈ26～28

⑯ 寺浜地区 集落道、防災施設、水産用地整備 Ｈ26～28

地区



２．まちの復旧・復興

■職員体制
◆南三陸町役場職員は331名、うち他の自治体等からの派遣職員として106名が、14
都県、46団体から派遣されている

＊団体数 46団体：東京都、宮城県、兵庫県、31市（西宮市等）、2区、8町、1村、復興庁

＊都県別 14都県：宮城県37名、兵庫県30名、東京都9名、愛知県8名、神奈川県7名、
宮崎県3名、鹿児島県3名、鳥取県2名、山形県1名、埼玉県2名、千葉県1名、三重県1名、
佐賀県1名、長崎県1名、復興庁5名
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町職員 再任用 任期付職員
派遣職員
(自治体等)

派遣職員
(復興庁)

合 計

203 3 14 106 5 331

単位：人



２．まちの復旧・復興

■新たな契約方式への取り組み
（ＰＭＣ業務（市街地総合コーディネート業務）による行政機能の支援）

◆早期、確実な町の復興を目指し、町職員の皆様と一体的に民間ノウハウを活用しつつ
行政事業そのものの執行を支援する総合かつ専門のコンサルタント集団
◆Pプログラム（またはPプロジェクト）・Mマネジメント・Cコンサルタント
⇒【PMC】
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２．まちの復旧・復興

ＣＭR（統括管理技術者）が、工事施工に関連して行う調査・測量、設計、施工と

併せて、発注者が行うマネジメント業務の一部を請負い、発注者の代行者となって、

中立的な立場で工程管理、品質管理、コスト管理、施工管理を行うもの。

◆事業執行体制（例）
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UR都市機構によるＣＭ*方式とは

ＣＭ*:construction management;設計から施工管理等を含む総合的な建設管理を行うこと。



２．まちの復旧・復興

■被災地の市街地・居住地復興のための事業スケジュール
○津波復興拠点整備事業および防災集団移転促進事業のスケジュール

地区名

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

上半期 下半期 上半期 下半期 上半期 下半期 上半期 下半期 上半期 下半期 上半期 下半期

高

台

東
地
区

東工区
（津波拠点）

西工区
（津波拠点）

北工区
（津波拠点）

中央地区
（津波拠点）

西
地
区

東工区
（防集事業）

西工区
（防集事業）

都市計画変更

都市計画変更

事業認可

変更事業認可

造成工事

造成工事

病院用地引渡し

用地
取得

造成工事用地
取得

造成工事用地
取得

変更大臣同意

造成工事用地
取得 完成箇所を順次引渡し

災害公営入居予定Ｈ28～29年度中

■ 事業スケジュール（目標）

都市計画変更
変更事業認可

変更事業認可

都市計画変更

宅地引渡し

３ 津波復興拠点整備事業及び防災集団移転促進事業について

完成箇所を
順次引渡し

用地
取得

宅地引渡し開始

宅地引渡し開始

完成箇所を順次引渡し

完成箇所を順次引渡し

宅地引渡し開始

宅地引渡し開始

※このスケジュールは現時点の目標であり今後変更されることがあります

災害公営入居予定Ｈ28～29年度中

災害公営入居予定Ｈ28～29年度中

災害公営入居予定Ｈ29年度中

災害公営入居予定Ｈ28年度中
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2‐４ 復興まちづくり



２．まちの復旧・復興

○被災市街地復興土地区画整理事業のスケジュール

16

2‐４ 復興まちづくり



3‐１ 商工業の復興状況

３．産業・雇用

■商工業の推移
・震災により473事業者が被災。うち247事業

者が営業再開した
・工場、店舗等、仮設施設により64事業所が

再開した
・平成23年4月より毎月、復興市を開催してい

る
・「伊里前復幸商店街」（平成23年12月）「南

三陸さんさん商店街」（平成24年2月）が
オープン

・「語り部」等、震災経験を伝えるツーリズムの
実施

・「南三陸キラキラ丼」が復活（平成24年2月）
・平成25年4月1日から6月30日まで、仙台・

宮城デスティネーションキャンペンに参画
・交流拠点としての「南三陸ポータルセンター」

がオープン（町内外の交流事業）
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■主な事例
グループ化補助金の活用事例
（独）中小企業基盤整備機構による仮設店舗
等の整備



3‐２ 農業の復興状況

３．産業・雇用

■津波被災農地の営農再開面積
○農地

復旧対象面積 ２４６ha
うち着手済み ９５．５ha

※残り１５０．５haの復旧工事（ほ場整備事業
含む）は平成２７年３月以降竣工予定

○水稲作付面積
震災前作付面積 ２８５ha
H２５年作付面積 １４４ha

○園芸
復旧対象面積 ６．８ha
うち着手済み ３．３ha

○施設園芸
被災施設 １５８棟
復旧済み施設 ６１棟

菊1.5ha（12棟）・小松菜1.0ha（33棟）・いちご0.6ha（８棟）
・ほうれん草・きゅうり0.2ha（８棟）
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■主な事例

菊（露地栽培）

菊（ハウス栽培）



3‐３ 水産業の復興状況

３．産業・雇用

■水産業の復旧
〇町管理漁港

被災漁港数 １９港
復旧工事着手 １９港

〇漁船
震災前漁船数 ２，１９４隻
震災後 約１，０００隻

〇養殖売上高
震災前 約４１億円
震災後 約１５．８億円

〇魚市場水揚量
震災前（平成21年度） ８，４８４ｔ
震災後（平成25年度） ８，５６６ｔ

〇魚市場取引額
震災前(平成21年度) 約１７億円
震災後(平成25年度) 約１８億円
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水揚数量・水揚金額の推移

8,328

8,825 8,895

8,479

7,991

9,108

8,074

9,241

8,484

5,921

8,566

3,042

4,778

1,800

1,351

967

1,364

1,7121,977
1,883

1,709

1,393

1,282
1,359

1,457
1,386

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

年

水

揚
数
量

ｔ

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

水揚数量 水揚金額

水

揚
金
額

　
百
万

円



3‐４ 観光業の復興状況

３．産業・雇用

■観光入込客数の推移
震災が発生した平成23年は、観光入込が約36万人まで低下したが、平成24年時点では

約90万人と被災前の9割程度まで回復している。

1,009,819

980,334

998,683

1,043,142

1,028,049

1,083,630

359,027

896,782

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

入
込
客
数
（
人
/

年
）

南三陸町の観光入込の推移
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3‐５ 雇用の状況

３．産業・雇用

震災が発生した平成23年の有効求人倍率は0.5前後であったが、平成24年に入
ると回復傾向を示し、平成24年9月以降は復興需要もあり、有効求人倍率は1.0を
上回っている。

21

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

2.00
H1

8年
度

月
平

均

H2
0年

度
月

平
均

H2
2年

度
月

平
均

H2
3年

3月

H2
3年

5月

H2
3年

7月

H2
3年

9月

H2
3年

11
月

H2
4年

1月

H2
4年

3月

H2
4年

5月

H2
4年

7月

H2
4年

9月

H2
4年

11
月

H2
5年

1月

H2
5年

3月

H2
5年

5月

H2
5年

7月

H2
5年

9月

H2
5年

11
月

H2
6年

1月

有
効
求
人
倍
率

気仙沼

仙台



３．産業・雇用

図 ＢＲＴ駅
（志津川駅・運行状況提供システム） 22

■公共交通：ＢＲＴの運行
ＪＲ気仙沼線は「柳津～気仙沼」区間で運休中となっているが、平成24年12月22日より、ＢＲ

Ｔ（バス高速輸送システム）が本格運行開始した。さらに、鉄道敷を順次専用走行区間として
いく予定である。



3‐６ 復興に向けた動き

３．産業・雇用

■医療：公立志津川病院

公立志津川病院は、町内に「公立南三陸診療所（平成23年4月18日） 」と隣接す
る登米市米山町に公立志津川病院（平成23年6月1日、病棟38床※震災前は126
床）を開設した。

なお、平成27年度の公立志津川病院開業に向けて、造成工事を実施中である。

公立南三陸診療所
・診療科 １０科

内科、循環器内科、外科、
整形外科、小児科、耳鼻科、
眼科、泌尿器科、皮膚科、歯科

※参考（民間開業医等）
復旧した施設（被災施設）

医 科 ２ （ ６）
歯 科 ２ （ ５）
薬 局 ４ （１１）
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新病院イメージパース



４．ボランティアの状況

24

■ボランティア数の推移
平成23年8月の約8,300人をピークに徐々

にボランティア数は減っているが、例年3月や
8月の休暇の時期にはボランティアが増える
傾向が続いている。

また、ボランティアの活動内容は、震災直後
は炊き出しや瓦礫の撤去が主でしたが、その
後、田畑の堆積物の除去や除草作業の農業
支援、ワカメや牡蠣の収穫作業などの漁業支
援などに移ってきている。

人

■主な事例
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５．南三陸町の独自支援制度

東日本大震災で被災した住
宅の再建に向け、これまでの
国の支援制度に加え、主に
町内で再建される方を対象に
町の独自支援制度を追加す
ることとなった。

右記の⑨～⑯が、町独自支
援制度となる。
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※※独自支援実施状況※※
（平成26年4月9日現在）

相談受付件数 306件
うち申請受付件数 224件
うち交付決定件数 224件



6‐１ 継続的な財政支援

6.地域の現状と課題について

町では、震災から10年後となる平成32年度を目標年とする「震災復興計画」
を策定し、様々な復興事業の実施を予定している。

その実現には、国による財政支援が不可欠であり、長期的支援の視点に立っ
た継続的な財政支援の確実な実行を要望していく。
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《小泉進次郎復興大臣政務官へ要望活動》
平成25年11月24日、25日
平成26年3月6日



6‐２ 創造的復興に向けた支援

6.地域の現状と課題について

「被災前と同規模・内容」での単なる復旧にとどまらず、町の将来の発展に資する
施設の高度化など、創造的復興に向けた取り組みにも柔軟な対応が必要である。
被災した魚市場は、産地間競争や消費者ニーズ等を考慮した「衛生管理型施設」
としての復旧が不可欠と考える。

図 衛生管理型市場イメージ図
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6‐３ 急激な人口減少

H17（国勢調査）

18645人

H23.2（震災直前）

17666人

H23.3（震災直後）

17063人

H24.3
15352人 H25.4

15004人 H26.3
14505人

（H23.2月比 △3161人)

6.地域の現状と課題について

資料：住民基本台帳

震災後、急激な人口減少が見られたが、急激な減少に歯止めがかかり、横ばいの
傾向となっている。今後のまちづくりを進める上でも住まいの確保や人口流出を防ぐ
方策が急務となっている。
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6‐４ JR気仙沼線の早期復旧

志津川駅のプラットホーム
ホーム上を横切るのは津波に
捻じ曲げられたレール。

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B0%97%E4%BB%99%E6%B
2%BC%E7%B7%9A#BRT.E5.8C.BA.E9.96.93

6.地域の現状と課題について

29

ＪＲ気仙沼線の『鉄路復旧』にあたっては、津波安全対策のためのルート移設や、堤
防整備に伴う線路のかさ上げなどが必要となり、膨大な費用がかかるため（JR東日本
の試算では総事業費700億円）、その一部は行政に公的支援が求められている。



6-6 復旧・復興事業に要する人的支援

「地方自治法第２３８条の三（職員の行為の制限）」に関する問題
本条項は、復興事業に従事する職員に一律に適用されるか。
被災地においては、職員自身が被災しており、防災集団移転促進事業等の担当職

員が、町民として参加し、宅地の売買等を行う場合もある。

6.地域の現状と課題について

これから復興事業が本格化していくなかで、より一層の人的支援が必要となってい
る。
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6‐５ 復旧・復興事業に要する人的支援



6-7 グループ化補助金の期間延長

グループ化補助金認定状況

1次 南三陸地区水産加工業復興グループ ④水産（食品）加工業型 8社
2次 南三陸町造船鉄工協力会 ③地域に重要な企業集積型 10社
3次 南三陸町地域観光復興グループ ③地域に重要な企業集積型 15社
5次 南三陸商業グループ ③地域に重要な企業集積型 51社
5次 南三陸流通グループ ③地域に重要な企業集積型 15社
6次 南三陸社会資本整備グループ ③地域に重要な企業集積型 47社
6次 南三陸町コミュニティグループ ③地域に重要な企業集積型 13社
7次 南三陸里創建みらいグループ ③地域に重要な企業集積型 4社
＊＊ 他市町申請分（６グループ） 15社

合計 178社
＊第4次は福島県内グループのみ

6.地域の現状と課題について

被害が甚大な漁港周辺では、地盤改良等が必要であるが復旧に時間を要する地区
もあり、再建先が決まらないため、制度を利用できない者もいる。
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6‐６ グループ化補助金の期間延長



6-8 放射能に関わる風評被害6.地域の現状と課題について

出荷規制の解除や東京電力による賠償の早期実現など、放射能問題への迅
速・的確な対応は不可欠である。
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6‐７ 放射能に関わる風評被害
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